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１．計画の基本的事項
 

(1) 計画の基本的な考え方 

我が国では急速に少子高齢化が進む中、平成 37（2025）年には「団塊の世代」が 75 歳

以上となり、高齢者人口は平成 54（2042）年にピークを迎えると推計され、世界に例をみ

ない速度で高齢化が進行しております。沖縄県は、全国と比べて高齢化率が低い傾向にあ

るものの確実に上昇しており、平成 52（2040）年には 30.3％に達すると見込まれ、超高齢

化社会を迎えるとの将来推計があります。 

 

そのため、国は、持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法律

に基づく措置として、地域において効率的かつ質の高い医療提供体制を構築するとともに、

地域包括ケアシステムを構築することを通じ、地域における医療及び介護の総合的な確保

を促進するため、地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律（以下「総

合確保促進法」という。）の一部改正を行ったところであります。 

 

 沖縄県の福祉・保健・医療を取り巻く環境は、急速な少子・高齢化の進展、住宅事情、

扶養意識などライフスタイルの変化に伴う単独世帯の増加、がんや循環器疾患等生活習慣

病の増加など疾病構造の変化、医学・医療技術の進歩による医療の高度化・専門化の進展、

さらに衛生や介護に対する県民ニーズの多様化など、大きく変化しています。 

 

 本県は、他都道府県と比較して、地域包括ケア病棟の届出件数が少なく、地域における

急性期から回復期、在宅医療に至る一連のサービスを確保するため、病床機能の分化・連

携を推進する必要があります。 

 

在宅医療・介護については、高齢化社会を迎え、医療機関や介護保険施設等の受け入れ

にも限界が生じることが予測され、慢性期及び回復期患者の受け皿として、看取りを含む

在宅医療・介護サービス提供体制の整備が求められており、精神疾患については、発症か

ら早期に精神科医療が提供され、再び地域生活や社会復帰することができる体制が求めら

れています。 

 

また、島嶼県である本県は、広範囲に散在する多くの離島・へき地において、その地理

的特性から、保健医療・介護資源や医療・介護サービス提供体制は都市部との格差が大き

いことに加え、医療・介護従事者も不足しており、特に医師確保が依然として困難な状況

にあります。 

 

平成 26 年度は、総合確保促進法の一部施行時期の違いから、介護分野に先立ち医療分野

を対象として事業を実施しましたが、平成 27 年度は医療分野及び介護分野を対象とした事
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業を実施します。 
 
平成 27 年度の計画では、医療分野は、地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は

設備の整備に関する事業を重点的に取り組むこととしています。また、離島地域の医師・

看護師等を確保するための事業質の高い医療を提供するための人材育成や医療・介護の連

携を推進するための事業、地域の実情に応じた在宅医療の提供体制を強化する事業等にも

取り組みます。 

介護分野は、介護サービス基盤の充実に向けた介護施設等の整備に関する事業並びに高

まる介護ニーズに対応するため、介護職員の参入促進及び資質の向上を図るなどの介護人

材の確保に関する事業に取り組みます。 

 
 

(2) 都道府県医療介護総合確保区域の設定 

沖縄県における医療介護総合確保区域については、次の圏域とします。 
北部圏域（名護市、国頭村、大宜味村、東村、今帰仁村、本部町、伊江村、伊平屋村、

伊是名村） 
中部圏域（宜野湾市、沖縄市、うるま市、恩納村、宜野座村、金武町、読谷村、嘉手

納町、北谷町、北中城村、中城村） 
南部圏域（那覇市、浦添市、糸満市、豊見城市、南城市、西原町、与那原町、南風原

町、渡嘉敷村、座間味村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東村、久米

島町、八重瀬町） 
宮古圏域（宮古島市、多良間村） 
八重山圏域（石垣市、竹富町、与那国町） 
 
☑２次医療圏及び老人福祉圏域と同じ 
□２次医療圏及び老人福祉圏域と異なる 
（異なる理由：                     ） 

 
 

(3) 計画の目標の設定等 

■沖縄県全体 
１．目標 

沖縄県では、医療と介護の総合的な確保を推進するため、病床機能の分化・連携、

小児集中治療室（PICU）の整備、ICT を活用した医療・介護の連携体制の構築、多職

種が連携した在宅医療の提供体制の構築、在宅医療の拠点整備、医師・看護師等の人

材確保、介護従事者の確保・定着へ向けた普及啓発・情報提供・人材育成、キャリア

アップ支援に係る研修など、以下に記載する医療介護総合確保区域の課題を解決し、
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住み慣れた地域において、県民が安心して日常生活を過ごすために必要な医療・介護

サービス提供体制の確保を目標とします。 

 
①地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 
・ 地域包括ケア病棟又は回復期リハビリテーション病棟整備数 21 施設 
・ 地域医療連携ネットワークへの県民の加入登録数約60,000人（県民の約５％） 
・ 小児集中治療室（PICU）病床数 増加 
・ NICU の増床 12 床 → 21 床 

 
②居宅等における医療の提供に関する目標 
・訪問看護ステーション数 53 か所 → 増加 
・在宅等療養患者の看取り割合 14%→16.1% 
・３か月以内再入院率 20.4%→全国平均 
・リーダー管理栄養士数 50 名養成 
 

③ 介護施設等の整備に関する目標 
・地域包括ケアシステムの構築に向けて、第６期介護保険事業支援計画等において予

定している地域密着型サービス施設等の整備を行う。 
 【定量的な目標値】    
   ・地域密着型介護老人福祉施設 255 床（9 カ所） → 429 床（15 カ所） 

・小規模多機能型居宅介護事業所  
1,741 人／月分（74 カ所） →1,799 人／月（76 カ所）  

     ・認知症高齢者グループホーム 942 床（105 カ所） → 987 床（109 カ所） 
     ・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

 25 人／月分（1 カ所） →34 人／月（2 カ所） 
     ・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 1 カ所 →2 カ所 
   ・認知症対応型デイサービスセンター 12 人（１カ所） 
 

④  医療従事者の確保に関する目標 
・ 人口 10 万人対医師数の全国平均値との比較 102％ → 105％ 
・ 県内医療機関従事医師の女性医師割合 17.9％ → 増加 
・ 看護職員の不足数 694 人 → 198 人 
・ 看護師等養成所の国家試験合格率 99％ → 100％ 
・ 小児人口 10 万人対小児科医師数 80.8 人 → 95 人 
・ 乳幼児の救急搬送者の軽症率 81.5％ → 75％ 
・ 人口 10 万人対薬剤師数 144 人 → 増加 
・ 在宅等療養患者の看取り割合 14%→16.1% 
・ 県内就業看護師の約 120 名の増加 
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 ⑤ 介護従事者の確保に関する目標 
沖縄県においては、平成 37(2025)年までに介護職員の増加（4,556 人）を目標とす

る。その際、県内の労働市場の動向も踏まえ、介護人材の参入促進及び資質の向上に

絞った対策を進める。 
⑴ 参入促進 

    福祉・介護分野については、「給与水準が低い」、「仕事がきつい」などのマイナ

スイメージを持たれがちであるが、その理由としては、介護の仕事の魅力を知って

もらう機会が少ないことや、福祉・介護職に対する理解不足が考えられる。 
    そのため、福祉・介護の魅力を伝え、福祉・介護の仕事に関する理解を深める事

業を実施する。 
   ・学校訪問、進学説明会、オープンキャンパス、職業講話・セミナーを実施した高

等学校の数（延べ）：300 校 → 増加 
・   ・学校訪問、進学説明会、オープンキャンパス、職業講話・セミナーの各参加者の

合計：1,300 人（小・中学生、大学生、高校生、一般） → 増加 
 
  ⑵ 資質の向上 
    高齢者の尊厳を支えるケアの実現、認知症や医療ニーズを有する重度の要介護者

への支援、介護予防への本格的な取組みなどに対応するために、より高度な専門的

知識を持った介護人材を育成する事業を実施する。 
   ・介護職員資質向上等研修事業修了者 40 人 → 増加 
   ・認知症対応型サービス事業開設者研修 10 人 → 増加 

・認知症対応型サービス事業管理者研修 40 人 → 増加 
・小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修 20 人 → 増加 
・認知症介護指導者フォローアップ研修 2 人 → 増加 
・第１・２号研修 70 人 → 増加 
・第３号研修 100 人 → 増加 
・指導者養成研修 50 人 → 増加 
・サポート医養成研修受講者数 4 人 → 増加 
・病院勤務の医療従事者向け認知症対応力向上研修受講修了者数 200 人→ 増加 
・かかりつけ医認知症対応力向上研修受講修了者数 50 人 → 増加 
・認知症地域支援推進員研修受講修了者数 50 人 → 増加 
・認知症初期集中支援員研修受講修了者数 25 人 → 増加 
・認知症地域支援推進員フォローアップ研修受講者数 5 人 → 増加 
・認知症対応型サービス事業開設者研修 10 人 → 増加 
・認知症対応型サービス事業管理者研修 40 人 → 増加 
・小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修 20 人 → 増加 
・認知症介護指導者フォローアップ研修 2 人 → 増加 
・生活支援コーディネーター養成研修修了者 157 人 → 増加 
・市民後見人養成講座受講者 35 人 → 増加 
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・権利擁護の支援者養成数（中級クラス修了者数） 57 人（31.7％（対 H37 年度

までの養成目標）） → 増加 
・権利擁護養成講座修了者のうち各種活動目標人数 23 人 → 増加 
・権利擁護支援講演会受講者数 120 人 → 増加 
・介護事業所等研修スキルアップ講座 (R2 目標)81 人 

・介護事業所等研修出張講座 (R2 目標)117 人 

 
⑶ 労働環境・処遇の改善 

介護職員の定着や労働環境の改善を図るために、新人職員等に対応した対策を

講じます。 

・エルダー・メンター制度導入事業所 (R2 目標)5 事業所 

 
 
【定量的な目標値】 

   ・平成 37(2025)年の都道府県で必要となる介護人材の需給状況、介護人材等の確保

に向けた取組   

    介護職員数（需要推計）        23,602 人 

    介護職員数（供給推計）              19,047 人 

    介護職員数（需要と供給の差：目標値） 4,556 人 

 
２．計画期間 
  平成 27 年度～令和５年度 
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■北部県域 

１．目標 

北部圏域では、距離の不利性に起因する医療人材確保が困難な状況にあり、各診

療科で医師確保が大きな課題となっており、周辺医療圏への患者の流出が多く、特

に周産期医療については、圏域で年間千以上の出産がありますが、圏域の中核病院

の産婦人科医療体制が不安定な状況にあり、ハイリスク妊娠及び異常分娩は、他圏

域の専門医療機関での医療を余儀なくされるという状況にあります。また、在宅医

療施設は、在宅療養支援診療所は偏差値 43 と少なく、訪問看護ステーションは偏差

値 33 と非常に少ない状況にあるという課題があります。この課題を解決するため、

上記の記載事項の実現に向けて精力的に取り組むとともに、以下を目標とします。 
 

① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 
・ 地域包括ケア病棟又は回復期リハビリテーション病棟整備数 ３施設 
・ 人口 10 万人対医師数の全国平均値との比較 102％ → 105％【再掲】 

 
② 居宅等における医療の提供に関する目標 

・訪問看護ステーション数 53 か所 → 増加【再掲】 
・３か月以内再入院率 20.4%→全国平均【再掲】 
・リーダー管理栄養士数 50 名養成【再掲】 
 

 
  ③ 介護施設等の整備に関する目標 

・地域包括ケアシステムの構築に向けて、第６期介護保険事業支援計画等において予

定している地域密着型サービス施設等の整備を行う。 
 

 【定量的な目標値】 

・認知症高齢者グループホーム 81 床（9 カ所） → 99 床（11 カ所） 
      
④  医療従事者の確保に関する目標 
    ・圏域の人口 10 万人対医師数 183.9 人→増加 
    ・県内医療機関従事医師の女性医師割合 17.9％ → 増加【再掲】 

・ 看護職員の不足数 694 人 → 198 人【再掲】 
・ 看護師等養成所の国家試験合格率 99％ → 100％【再掲】 
・ 小児人口 10 万人対小児科医師数 80.8 人 → 95 人【再掲】 
・ 乳幼児の救急搬送者の軽症率 81.5％ → 75％【再掲】 
・ 人口 10 万人対薬剤師数 144 人 → 増加【再掲】 
・ 在宅等による年間の看取り割合 14％ → 16.1％【再掲】 
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⑤ 介護従事者の確保に関する目標【沖縄県全体の目標と同じ】 
※第６期沖縄県介護保険事業支援計画において、沖縄県全域に係る包括的な目標値と

して設定しているため、圏域別の目標値はなし。 
 

    
２．計画期間 
  平成 27 年度～令和５年度 

 



8 
 

■中部圏域 

１．中部圏域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 

  中部圏域では、高機能病院や地域の基幹病院が複数ありますが、人口当たりの診療

所数の偏差値は 34 と非常に少なく、在宅療養支援診療所も偏差値は 43 と少ない状

況にあるという課題があります。この課題を解決するため、上記の記載事項の実現

に向けて精力的に取り組むとともに、以下を目標とします。 
 

①地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 
・ 地域包括ケア病棟又は回復期リハビリテーション病棟整備数 ５施設 
・ 人口 10 万人対医師数の全国平均値との比較 102％ → 105％【再掲】 
・ NICU の増床 12 床 → 21 床【再掲】 

 
②居宅等における医療の提供に関する目標 
・訪問看護ステーション数 53 か所 → 増加【再掲】 
・ リーダー管理栄養士数 50 名養成【再掲】 

 
 ③ 介護施設等の整備に関する目標 

・地域包括ケアシステムの構築に向けて、第６期介護保険事業支援計画等において予

定している地域密着型サービス施設等の整備を行う。 
 

 【定量的な目標値】 

   ・地域密着型特別養護老人ホーム 87 人（３カ所）→116 人（４カ所） 

   ・認知症高齢者グループホーム ９人（１カ所） 

     ・看護小規模多機能型居宅介護事業所 
 0 人／月分（0 カ所） →9 人／月分（1 カ所） 

   ・認知症対応型デイサービスセンター 12 人（１カ所） 
 
④ 医療従事者の確保に関する目標 

    ・県内医療機関従事医師の女性医師割合 17.9％ → 増加【再掲】 
・ 看護職員の不足数 694 人 → 198 人【再掲】 
・ 看護師等養成所の国家試験合格率 99％ → 100％【再掲】 
・ 小児人口 10 万人対小児科医師数 80.8 人 → 95 人【再掲】 
・ 人口 10 万人対薬剤師数 144 人 → 増加【再掲】 
・ 在宅等による年間の看取り割合 14％ → 16.1％【再掲】 
・ 乳幼児の救急搬送者の軽症率（81.5％→75％）【再掲】 

 
⑤ 介護従事者の確保に関する目標【沖縄県全体の目標と同じ】 
※第６期沖縄県介護保険事業支援計画において、沖縄県全域に係る包括的な目標値と

して設定しているため、圏域別の目標値はなし。 
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２．計画期間 
  平成 27 年度～令和４年度 
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■南部圏域 

１．南部圏域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 

南部圏域では、都市部で人口も多いことから、大学病院、高機能病院や地域の基幹病

院が複数あり、一般診療所も多く、人口当たりの医師数が本県で最も多い圏域であり

ますが、本島南部の有人離島も多く点在しており、離島や宮古・八重山の先島地域か

らの急患搬送等、沖縄県全域からの患者の流入も多く、医師の地域偏在の緩和や訪問

看護ステーションの偏差値が 44 と少ない状況にあるという課題があります。この課

題を解決するため、上記の記載事項の実現に向けて精力的に取り組むとともに、以下

を目標とします。 
 

 
① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

・ 地域包括ケア病棟又は回復期リハビリテーション病棟整備数 ５施設 
・ 人口 10 万人対医師数の全国平均値との比較 102％ → 105％【再掲】 

 
② 居宅等における医療の提供に関する目標   

・訪問看護ステーション数 53 か所 → 増加【再掲】 
・３か月以内再入院率 20.4%→全国平均【再掲】 
・ リーダー管理栄養士数 50 名養成【再掲】 

 
③ 介護施設等の整備に関する目標 
・地域包括ケアシステムの構築に向けて、第６期介護保険事業支援計画等において予

定している地域密着型サービス施設等の整備を行う。 
 

 【定量的な目標値】 

   ・地域密着型介護老人福祉施設 80 床（4 カ所） → 225 床（9 カ所） 
   ・小規模多機能型居宅介護事業所 29 人（１カ所） 
     ・認知症高齢者グループホーム 477 床（53 カ所） → 495 床（54 カ所） 
   ・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 0 カ所 →1 カ所 
 
④ 医療従事者の確保に関する目標 

・ 県内医療機関従事医師の女性医師割合 17.9％ → 増加【再掲】 
・ 看護職員の不足数 694 人 → 198 人【再掲】 
・ 看護師等養成所の国家試験合格率 99％ → 100％【再掲】 
・ 小児人口 10 万人対小児科医師数 80.8 人 → 95 人【再掲】 
・ 人口 10 万人対薬剤師数 144 人 → 増加【再掲】 
・ 乳幼児の救急搬送者の軽症率 81.5％→75％【再掲】 
・ 在宅等による年間の看取り割合 14％ → 16.1％【再掲】 
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⑤ 介護従事者の確保に関する目標【沖縄県全体の目標と同じ】 
※第６期沖縄県介護保険事業支援計画において、沖縄県全域に係る包括的な目標値と

して設定しているため、圏域別の目標値はなし。 
    
２．計画期間 
  平成 27 年度～令和４年度 
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■宮古圏域 

１．宮古圏域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 

    宮古圏域では、地域の中核となる病院はありますが、圏域内の救急搬送件数 2,200
件のうち８割を中核病院が受け入れており、救急医療機関の負担軽減を図る必要が

あります。また、離島圏域では医師確保は厳しい状況にあり、特に低出生体重児の

割合が高い宮古圏域では、異常分娩等の緊急手術に対応するため産科や脳外科等の

継続的な確保という課題があります。また、人口当たりの診療所数の偏差値は 45
とやや少なく、在宅療養支援病院がないという課題があります。この課題を解決す

るため、上記の記載事項の実現に向けて精力的に取り組むとともに、以下を目標と

します。 
 

①地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 
・ 地域包括ケア病棟又は回復期リハビリテーション病棟整備数 ２施設 
・ 人口 10 万人対医師数の全国平均値との比較 102％ → 105％【再掲】 

  
②居宅等における医療の提供に関する目標 
・訪問看護ステーション数 53 か所 → 増加【再掲】 
・３か月以内再入院率 20.4%→全国平均【再掲】 
・ リーダー管理栄養士数 50 名養成【再掲】 

 
④医療従事者の確保に関する目標 
・ 宮古医療圏の人口 10 万人対医師数 170.2 人 → 増加 
・県内医療機関従事医師の女性医師割合 17.9％ → 増加【再掲】 
・ 看護職員の不足数 694 人 → 198 人【再掲】 
・ 看護師等養成所の国家試験合格率 99％ → 100％【再掲】 
・ 小児人口 10 万人対小児科医師数 80.8 人 → 95 人【再掲】 
・ 乳幼児の救急搬送者の軽症率 81.5％ → 75％【再掲】 
・ 在宅等による年間の看取り割合 14％ → 16.1％【再掲】 

 
⑤ 介護従事者の確保に関する目標【沖縄県全体の目標と同じ】 
※第６期沖縄県介護保険事業支援計画において、沖縄県全域に係る包括的な目標値と

して設定しているため、圏域別の目標値はなし。 
    
２．計画期間 
  平成 27 年度～令和４年度 
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■八重山圏域 

１．八重山圏域の医療と介護の総合的な確保に関する目標 

八重山圏域では、地域の中核となる病院はありますが、本県の各医療圏の中でも医

師数及び看護師数が最も少なく、特に医師の地域・診療科偏在の緩和という課題が

あります。また、人口当たりの精神病床の偏差値は 42 とやや少なく、診療所数の偏

差値も 47 とやや少ない状況にあり、障害者の歯科治療体制が整っていないという課

題があります。この課題を解決するため、上記の記載事項の実現に向けて精力的に

取り組むとともに、以下を目標とします。 
 

①地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 
・ 地域包括ケア病棟又は回復期リハビリテーション病棟整備数 ２施設 
・ 人口 10 万人対医師数の全国平均値との比較 102％ → 105％【再掲】 

 
②居宅等における医療の提供に関する目標 
・訪問看護ステーション数 53 か所 → 増加【再掲】 
・３か月以内再入院率 20.4%→全国平均【再掲】 
・リーダー管理栄養士数 50 名養成【再掲】 

 
 ③ 介護施設等の整備に関する目標 

・地域包括ケアシステムの構築に向けて、第６期介護保険事業支援計画等において予

定している地域密着型サービス施設等の整備を行う。 
 

 【定量的な目標値】 

    ・小規模多機能型居宅介護事業所 65 人／月分（3 カ所）→94 人／月（4 カ所） 
 
④医療従事者の確保に関する目標 

・ 八重山医療圏の人口 10 万人対医師数 163.4 人 → 増加 
・ 障害者歯科治療の年間の診療数（外来、全麻治療等） 0 件 → 24 件 
・県内医療機関従事医師の女性医師割合 17.9％ → 増加【再掲】 
・看護職員の不足数 694 人 → 198 人【再掲】 
・ 看護師等養成所の国家試験合格率 99％ → 100％【再掲】 
・ 小児人口 10 万人対小児科医師数 80.8 人 → 95 人【再掲】 
・ 人口 10 万人対薬剤師数 144 人 → 増加【再掲】 
・ 在宅等による年間の看取り割合 14％ → 16.1％【再掲】 

 
⑤ 介護従事者の確保に関する目標【沖縄県全体の目標と同じ】 
 ※第６期沖縄県介護保険事業支援計画において、沖縄県全域に係る包括的な目標値と

して設定しているため、圏域別の目標値はなし。 
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２．計画期間 
  平成 27 年度～令和４年度 
 

 

(4) 目標の達成状況 

  別紙「事後評価」のとおり。 
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２．事業の評価方法
 

(1) 関係者からの意見聴取の方法 

（医療分） 
平成 27年 6月 12日 医療介護総合確保促進法に基づく都道府県計画に対する地域の関係

者の意見聴取を開催し、医療関係団体等から意見聴取 
平成 27 年 6 月 26 日 地域の関係者の意見書取りまとめ 
 
（介護分） 
平成 27 年６月２日  沖縄県介護支援専門員協会から意見聴取。 
平成 27 年６月３日  沖縄県老人クラブ連合会から意見聴取。 
平成 27 年６月４日  浦添市医師会から意見聴取。 
平成 27 年６月９日  沖縄県社会福祉協議会から意見聴取。 
平成 27 年６月 11 日 沖縄大学人文学部福祉文化学科（島村聡准教授）から意見聴取。 
 

 
 

(2) 事後評価の方法 

  計画の事後評価にあたっては、地域の関係者の意見を聞きながら評価を行い、必要に応

じて見直しを行うなど、目標の達成に向けて計画を推進していきます。 
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３．計画に基づき実施する事業 

 (1) 事業の内容等 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関す

る事業 
事業名 【No.１】 

病床機能の分化・連携を推進するための基盤整備事業 
 

【総事業費】 
104,161 

千円 
事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施

主体 
各医療機関 
 

事業の目標 地域包括ケア病棟又は回復期リハビリテーション病棟整備数 ２１施設 

事業の期間 平成２７年１０月～平成２９年３月３１日 
事業の内容 急性期から回復期、在宅医療に至るまで、一連のサービスを地域にお

いて総合的に確保するため、病床の機能分化、連携を推進するための施

設・設備の整備を行う。 
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
104,161 
 (千円) 

基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 (千円) 

基金 国（Ａ） 46,294 
(千円) 

 
都道府県 
（Ｂ） 

23,147 
(千円) 

 

民 46,294 
 (千円) 

 
計（Ａ＋Ｂ） 69,441 

(千円) 
 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 
 その他（Ｃ） 34,720 

(千円) 
備考（注３） H27：68,474 千円、H28：967 千円 

(2) 事業の実施状況 

平成２７年度から実施 
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 (1) 事業の内容等 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関す

る事業 
事業名 【No.２】 

ICT を活用した地域医療ネットワーク基盤の整備 
【総事業費】 

908 千円 
事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施

主体 
沖縄県医師会 
 

事業の目標 地域医療連携ネットワークへの県民の加入登録者数： 

約 60,000 人（県民の約５％） 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容 ・各期における効率的な医療の提供を行うため、患者の特定健診のデー

タに加え、受診歴や処方歴、診療（治療）計画を迅速に参照し、共有

できるシステムを構築する。 

・在宅医療施設及び介護事業所等で効果的な情報共有を実現するコミュ

ニケーションシステムを構築する。 
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
908 (千円) 基金充当額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 (千円) 

基金 国（Ａ） 605(千円) 
 

都道府県 
（Ｂ） 

303(千円) 
 

民 605(千円) 
 

計（Ａ＋Ｂ） 908(千円) 
 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 
 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３） H27：908 千円 

(2) 事業の実施状況 

平成２７年度から実施 
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 (1) 事業の内容等 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関す

る事業 
事業名 【No.３】院内助産所・助産師外来整備事業 【総事業費】 

3,750 千円 
事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施

主体 
医療機関 
 

事業の目標 沖縄県内で 2025 年に不足する回復期病床約 3,000 床の確保 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容 院内助産所や助産師外来を開設しようとする産科を有する病院・診療

所の増改築・改修や、体制整備に必要な備品の設置に対する経費の支援

を行う。 
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
3,750 (千円) 基金充当額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 (千円) 

基金 国（Ａ） 1,666(千円) 
 

都道府県 
（Ｂ） 

834(千円) 
 

民 1,666(千円) 
 

計（Ａ＋Ｂ） 2,500(千円) 
 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 
 

その他（Ｃ） 1,250(千円) 

備考（注３） H27：2,500 千円 
 

(2) 事業の実施状況 

平成２７年度から実施。 
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 (1) 事業の内容等 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関す

る事業 
事業名 【No.４】小児集中治療室（ＰＩＣＵ）基盤整備事業 

 
【総事業費】 
48,624 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施

主体 
沖縄県病院事業局 
 

事業の目標 ・小児集中治療室（PICU）病床数 増加 

事業の期間 平成２７年１１月～平成２９年３月３１日 
事業の内容 地域医療機関との連携強化を図るため、小児に特化したＰＩＣＵを有

する病院に対して増床に係る施設・設備整備に必要な費用に対して支援

を行う。 
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
48,624 
(千円) 

 

基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 10,805 
(千円) 

 
基金 国（Ａ） 10,805 

(千円) 
 

都道府県 
（Ｂ） 

5,403 
(千円) 

民 (千円) 
 

計（Ａ＋Ｂ） 16,208 
(千円) 

 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 
 その他（Ｃ） 32,416 

(千円) 
備考（注３） H27：0 千円、H28：16,208 千円 

 (2) 事業の実施状況 

平成２７年度から実施 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関す

る事業 
事業名 【No.23】高度新生児医療基盤整備事業 【総事業費】 

370,322千円 
事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施

主体 
沖縄県 

事業の目標 県内で重症新生児の出生が集中した際にも対応可能な病床の増床 
新生児集中治療室（ＮＩＣＵ）増床  
（H29 年度：12 床 → H31 年度：21 床）９床増床 

事業の期間 平成 27 年 4 月 1 日～平成 32 年 3 月 31 日 
事業の内容 地域産科医療機関等との連携を図り、県内完結型の周産期医療体制を強

化するには、構想上不足が見込まれる高度急性期病床の整備を行う必要

があることから、新生児集中治療室（ＮＩＣＵ）の増床を行う病院に対

し、増床に係る施設・設備整備を支援する。 
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
370,322 
(千円) 

基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 123,440 

(千円) 

 基金 国（Ａ） 123,440 

(千円) 

都道府県 
（Ｂ） 

61,721 

(千円) 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） 185,161 

(千円) 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） 185,161 

 (千円) 

備考（注３） H27：0 千円、H28：0 千円、H29：0 千円、H30：0 千円、 

H31：185,161 千円 

 (2) 事業の実施状況 

平成２７年度から実施 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する

事業 
事業名 【No.26】北部基幹病院整備推進事業 【総事業費】 

338,413 千円 
事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

北部 

事業の実施

主体 
沖縄県 
 

事業の目標 再編統合による病床の整備数 

R1 年度：563 床 → R10 年度：450 床 

事業の期間 令和３年４月１日～令和６年３月 31 日 

事業の内容 北部医療圏における慢性的な医師不足の解消等、安定的かつ効率的で地

域完結型の医療提供体制を構築するため、県立北部病院と北部地区医師会

病院の統合し、新たに公立沖縄北部医療センターを整備する。 
令和４年度は基本設計、令和５年度は実施設計を行う。 

事業に要す

る費用の額 
金

額 
総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

338,413 

(千円) 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 225,607 

(千円) 
基金 国（Ａ） 225,607 

(千円) 
都道府県 
（Ｂ） 

112,806 

(千円) 
民 (千円) 

 
計（Ａ＋Ｂ） 338,413 

(千円) 
うち受託事業等（再

掲）（注２） 

(千円) 

 
その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３） R３：37,492 千円、R4：3,230 千円、R5：297,691 千円 

 (2) 事業の実施状況 

令和３年度から実施 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.５】在宅療養支援に係る看護職の実践力養成事業 
 

【総事業費】 
2,784 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施

主体 
琉球大学医学部附属病院 
 

事業の目標 ・訪問看護ステーション数 53 箇所→増加 

事業の期間 平成２７年１０月～平成２８年３月３１日 
事業の内容  在宅療養支援に必要な看護実践力養成プログラムを作成し、急性期病

院と訪問看護の相互研修（実習）を実施し連携体制を構築すると同時に、

在宅療養支援の人材育成と確保に繋げる。 
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
2,784 (千円) 基金充当額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 928 (千円) 

基金 国（Ａ） 928(千円) 
 

都道府県 
（Ｂ） 

464(千円) 
 

民 (千円) 
 

計（Ａ＋Ｂ） 1,392(千円) 
 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 
 

その他（Ｃ） 1,392 (千円) 

備考（注３） H27：1,392 千円 

 (2) 事業の実施状況 

平成２７年度から実施 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.６】精神科訪問看護師の質の向上のための研修事業 【総事業費】 
1,400 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施

主体 
沖縄県看護協会 
 

事業の目標 ・3 カ月以内再入院率 ２０．４％→全国平均 

事業の期間 平成２７年１０月～平成２８年３月３１日 
事業の内容 平成 26 年度の診療報酬改定で、精神疾患に対する医療の推進において

は、精神科訪問看護の研修及び経験の明確化が示され、研修においては

専門機関が主催する 20 時間以上の研修が要件となった。当該研修の実施

により精神疾患患者の地域移行と地域定着を推進する。 
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
1,400(千円) 基金充当額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 (千円) 

基金 国（Ａ） 467(千円) 
 

都道府県 
（Ｂ） 

233(千円) 
 

民 467(千円) 
 

計（Ａ＋Ｂ） 700(千円) 
 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 
 

その他（Ｃ） 700(千円) 

備考（注３） H27：1,000 千円 
 

(2) 事業の実施状況 

平成２７年度から実施 
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 (1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.７】地域包括ケアシステム構築に関わる管理栄養士

リーダー育成事業 
【総事業費】 

1,728 千円 
事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施

主体 
沖縄県栄養士会 
 

事業の目標 ・リーダー管理栄養士数 50 名 

事業の期間 平成２７年１０月～平成２８年３月３１日 
事業の内容 在宅での栄養ケア体制を構築するため、管理栄養士のリーダーとなる

人材を対象とした研修事業を実施するとともに、多職種で共有できる、

栄養・食事の指導媒体を作成し、標準的な在宅栄養ケアの構築を図る。 
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
1,728 (千円) 基金充当額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 (千円) 

基金 国（Ａ） 1,152(千円) 
 

都道府県 
（Ｂ） 

576(千円) 
 

民 1,152(千円) 
 

計（Ａ＋Ｂ） 1,728 (千円) 
 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 
 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３） H27：1,728 千円 
 

(2) 事業の実施状況 

平成２７年度から実施 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.８】訪問看護支援事業 【総事業費】 
6,295 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施

主体 
沖縄県 
 

事業の目標 訪問看護ステーション数（人口 10万対） R4 年 9.8 ヵ所（全国平均） 

事業の期間 平成２７年４月１日～令和５年３月３１日 
事業の内容 訪問看護の人材育成及び人材確保を推進するための退院調整研修や、

訪問看護の認知度を高め、訪問看護の役割を地域に浸透させるための講

演会等の実施に必要な経費を支援する。 
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
6,295(千円) 基金充当額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 (千円) 

基金 国（Ａ） 4,196(千円) 
 

都道府県 
（Ｂ） 

2,099(千円) 
 

民 4,196(千円) 
 

計（Ａ＋Ｂ） 6,295(千円) 
 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

4,196(千円) 
 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３） H27：6,251 千円、R4：44 千円 
 

(2) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.25】精神障害者地域移行・地域定着促進事業 【総事業費】 
2,699 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施

主体 
沖縄県 
 

事業の目標 ・コーディネーターを配置する圏域数（3圏域→5圏域） 

・精神障害入院患者の事業所利用者数（0人→1名以上） 

・補助金を交付する精神科医療機関数（4医療機関→5医療機関以上） 

・人材育成研修実施（3回） 

・長期入院患者数の減少 H26 年 3,274 人 → H32 年 3,052 人 
事業の期間 平成２７年４月１日～平成３１年３月３１日 
事業の内容 ①地域での医療と福祉の連携体制を整備するためのコーディネーターを

配置し、精神科医療機関と障害福祉サービス事業所の接着を図る。 
②精神障害入院患者が実際に障害福祉サービス等を短期的に利用するこ

とで、患者の退院意欲の喚起、退院後の地域での受け入れを円滑にす

る。 
③医療保護入院退院支援委員会（院内委員会）に地域援助事業者が出席

し、それに対し報酬を支払った病院に対して補助金を交付する。 
③ 長期入院精神障害者の地域移行に向けた人材育成のために

必要な研修の企画・実施。 
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
2,699(千円) 基金充当額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 1,799 (千円) 

基金 国（Ａ） 1,799(千円) 
都道府県（Ｂ） 900(千円) 民 (千円) 

計（Ａ＋Ｂ） 2,699(千円) うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 
その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３） H27：0 千円、H28：0 千円、H29：0 千円、H30：2,699 千円 
 

(2) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.９】地域医療支援センター運営事業 【総事業費】 
35,542 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施

主体 
沖縄県 
 

事業の目標 ・人口 10 万人対医師数の全国平均値との比較（102％→105％） 
 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容  地域医療に従事する医師のキャリア形成の支援と一体的に、医師不足

病院への医師の配置等を行うための地域医療支援センターの運営に必要

な経費に対する支援を行う。 
 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
35,542 
(千円) 

基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 23,695 
(千円) 

基金 国（Ａ） 23,695 
(千円) 

 
都道府県 
（Ｂ） 

11,847 
(千円) 

 

民 (千円) 
 

計（Ａ＋Ｂ） 35,542 
(千円) 

 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 
 その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３） H27：35,542 千円 
 

(2) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.10】医師確保対策補助事業 【総事業費】 
1,030,054 

千円 
事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施

主体 
医療機関 
 

事業の目標 ・人口 10 万対医療施設従事医師数の全国値との比較 
103％（H26）→105％（H28） 

・手当支給施設の産科・産婦人科医師数 
  27 名（平成 27 年度事業実績値）→28 名（H29） 
・分娩 1000 件当たりの分娩取扱医療機関勤務産婦人科医師数 

7.9 人（沖縄県（H26））→8.3 人（沖縄県（H28）） 
事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容 医療資源の重点的かつ効率的な配置を図ってもなお医師の確保が困難

な地域において、都道府県が地域医療対策協議会における議論を踏まえ、

医師派遣等を行う医療機関の運営等に対する支援を行う。 
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
1,030,054 

 (千円) 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 294,020 
(千円) 

基金 国（Ａ） 343,351 
(千円) 

都道府県 
（Ｂ） 

171,676 
(千円) 

 

民 49,331 
 (千円) 

 
計（Ａ＋Ｂ） 515,027 

(千円) 
 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 
 その他（Ｃ） 515,027 

 (千円) 
備考（注３） H27：515,027 千円 

 (2) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。 
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 (1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.11】 
障害者歯科治療にかかる歯科医師派遣体制構築事業 

【総事業費】 
1,849 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

八重山 

事業の実施

主体 
沖縄県 
 

事業の目標 ・障害者歯科治療の年間の診療数（外来、全麻治療等）（0 件→24 件） 
 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容 障害者の歯科治療について体制整備が整っていない地域へ、歯科医師

を派遣するために必要な経費の支援を行い、障害者歯科治療の充実を図

る。 
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
1,849 
(千円) 

基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 1,233 
 (千円) 

基金 国（Ａ） 1,233 
(千円) 

 
都道府県 
（Ｂ） 

616 
(千円) 

 

民 (千円) 
 

計（Ａ＋Ｂ） 1,849 
(千円) 

 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 
 その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３） H27：1,849 千円 

 (2) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.12】小児専門医等研修支援事業 【総事業費】 
1,890 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施

主体 
沖縄県 
 

事業の目標 ・研修の実施区域数（3 区域） 
・年間受講者数（延べ 200 人） 
・認定者数（140 人） 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容 医療機関において、小児の救急・集中治療に習熟した小児科医や看護

師の数が不足している状況にあることから、専門性の高い医療従事者の

確保のため研修の実施を支援する。 
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
1,890 (千円) 基金充当額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 (千円) 

基金 国（Ａ） 1,260(千円) 
 

都道府県 
（Ｂ） 

630(千円) 
 

民 1,260 (千円) 
 

計（Ａ＋Ｂ） 1,890 (千円) 
 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

1,260 (千円) 
 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３） H27：1,890 千円 

 (2) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。 

 



31 
 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.13】勤務医等環境整備事業 【総事業費】 
79,249 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施

主体 
各医療機関 
 

事業の目標 ・県内医療機関従事医師の女性医師割合（17.9％→増加） 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容 出産・育児及び離職後の再就業に不安を抱える女性医師等のための復

職研修や就労環境改善の取組を行うための経費に対する支援を行う。 
 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
79,249 
(千円) 

基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 2,622 
 (千円) 

基金 国（Ａ） 23,822 
(千円) 

 
都道府県 
（Ｂ） 

11,911 
(千円) 

 

民 21,200 
 (千円) 

 
計（Ａ＋Ｂ） 35,733 

(千円) 
 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

4,143 
 (千円) 

 
その他（Ｃ） 43,516 

(千円) 
備考（注３） H27：35,733 千円 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.14】新人看護職員研修事業 【総事業費】 
42,494 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施

主体 
沖縄県、各医療機関 
 

事業の目標 新人離職率 H26 年 5.7％ → H29 年 5％以下 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容 ・新人看護職員研修を実施する病院に対し補助を行う。 

・新人看護研修を自施設単独で完結できない施設に対して多施設合同研

修を実施。 
・病院の研修責任者等を対象とした研修を実施。 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
42,494 
(千円) 

基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 (千円) 

基金 国（Ａ） 14,164 
(千円) 

 
都道府県 
（Ｂ） 

7,083 
 (千円) 

 

民 14,164 
 (千円) 

 
計（Ａ＋Ｂ） 21,247 

(千円) 
 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

14,164 
 (千円) 

 
その他（Ｃ） 21,247 

 (千円) 
備考（注３） H27：21,247 千円 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.15】看護師等養成所運営補助事業 【総事業費】 
149,874 

千円 
事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施

主体 
各看護学校 
 

事業の目標 看護師等養成所卒業者の県内就業率 H26 64.9%→H30 68%以上 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容 看護師等養成所における教育内容の向上を図るため、専任教員の配置

や実習経費など養成所の運営に対する支援を行う。 
 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
149,874 
 (千円) 

基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 (千円) 

基金 国（Ａ） 99,916 
(千円) 

 
都道府県 
（Ｂ） 

49,958 
(千円) 

 

民 99,916 
千円) 

 
計（Ａ＋Ｂ） 149,874 

 (千円) 
 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 
 その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３） H27：149,874 千円 
 

(2) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.16】看護師等養成所の教育環境整備事業 【総事業費】 
12,386 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施

主体 
各看護学校 

事業の目標 看護師等養成所卒業者の県内就業率 H26 64.9%→H30 68%以上 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容 看護師等養成所の新築・増改築に係る施設整備や、開設に伴う初度設

備整備、在宅看護自習室の新設に係る備品購入、修業年限の延長に必要

な施設整備、教育に必要な備品の更新に対する支援を行う。 
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
12,386 
(千円) 

基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 (千円) 

基金 国（Ａ） 6,606 
(千円) 

都道府県 
（Ｂ） 

3,303 
(千円) 

民 6,606 
(千円) 

計（Ａ＋Ｂ） 9,909 
(千円) 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 
 

その他（Ｃ） 2,477 
(千円) 

備考（注３） H27：9,909 千円 
 

(2) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.17】短期間正規雇用等多様な勤務形態導入支援事業 【総事業費】 
5,419 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施

主体 
沖縄県 

事業の目標 病院看護実態調査における H26 年度離職率 10.1％→H28 年９％台へ 

新人離職率 H26 年 5.7％→H28 年 5％以下 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容 短時間正規雇用など多様な勤務形態等の導入や総合相談窓口の設置、

看護業務の効率化や職場風土改善の研修等を行うための経費に対する支

援を行う。 
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
5,419(千円) 基金充当額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 (千円) 

基金 国（Ａ） 3,613(千円) 
 

都道府県 
（Ｂ） 

1,806(千円) 
 

民 3,613(千円) 
 

計（Ａ＋Ｂ） 5,419(千円) 
 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

3,613(千円) 
 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３） H27：5,419 千円 
 

(2) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.18】島嶼・へき地の地域包括ケアシステム構築支援

事業 
【総事業費】 

5,094 千円 
事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施

主体 
沖縄県 

事業の目標 ・在宅等療養患者の看取り割合（14％→16.1％） 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容 小さな島々で暮らす人々にも、社会保障制度改革推進法のもとで地域

包括ケアシステムが構築できるよう、島嶼・へき地の保健医療福祉職者

の研修プログラムを開発・実施・評価し、人材の育成を図るとともに、

地域の実情に応じた地域包括ケアの支援を行う。 
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
5,094 

 (千円) 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 3,396  
(千円) 

基金 国（Ａ） 3,396 
(千円) 

都道府県 
（Ｂ） 

1,698 
(千円) 

民 (千円) 
 

計（Ａ＋Ｂ） 5,094 
  (千円) 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 
 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３） H27：5,094 千円 
 

(2) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.19】勤務環境改善推進事業 【総事業費】 
7,535 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施

主体 
沖縄県 
 

事業の目標 ・人口 10 万人対医師数の全国平均値との比較（H26 102％→H30 105％） 
・看護職員の不足数（H26 694 人→H30 198 人） 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成３０年３月３１日 
事業の内容 医師・看護師等の医療従事者の離職防止・定着促進を図ることを目指

し、PDCA サイクルの活用や勤務環境改善に向けた取組を行うための仕

組みを活用して、勤務環境改善に取り組む各医療機関に対し、総合的・

専門的な支援を行うために設置される「医療勤務環境改善支援センター」

を都道府県が運営するための経費に対する支援を行う。 
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
7,535 (千円) 基金充当額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 (千円) 

基金 国（Ａ） 5,023(千円) 
 

都道府県 
（Ｂ） 

2,512(千円) 
 

民 5,023 (千円) 
 

計（Ａ＋Ｂ） 7,535(千円) 
 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

5,023 (千円) 
 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３） H27：3,692 千円、H28：0 千円、H29：3,843 千円 
 

(2) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.20】小児救急医療体制整備事業 【総事業費】 
69,738 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施

主体 
各医療機関 
 

事業の目標 ・小児人口 10 万人対小児科医師数（80.8 人→95 人） 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容 小児救急医の負担を軽減するため、小児科を標榜する病院等が輪番制

方式若しくは共同利用型方式により、又は複数の二次医療圏による広域

を対象に小児患者を受け入れることにより、休日・夜間の小児救急医療

体制を整備するために必要な医師、看護師等の医療従事者の確保に必要

な経費及び「小児救急医療拠点病院」の運営に必要な経費に対する支援

を行う。 
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
69,738 
(千円) 

基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 30,995 
(千円) 

基金 国（Ａ） 30,995 
(千円) 

 
都道府県 
（Ｂ） 

15,497 
(千円) 

 

民 (千円) 
 

計（Ａ＋Ｂ） 46,492 
(千円) 

 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 
 その他（Ｃ） 23,246 

(千円) 
備考（注３） H27：46,492 千円 

(2) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.21】小児救急電話相談事業 
 

【総事業費】 
12,821 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施

主体 
沖縄県 
 

事業の目標 ・乳幼児の救急搬送者の軽症率（81.5％→75％） 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容 小児科医の負担を軽減するため、地域の小児科医等による夜間の小児

患者の保護者等向けの電話相談体制の質の向上を図り、薬に関する相談

にも対応できるよう薬剤師会との連携構築等、小児救急電話相談事業の

拡充・強化に必要な経費を支援する。 
事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
12,821 
(千円) 

基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 (千円) 

基金 国（Ａ） 8,547(千円) 
 

都道府県 
（Ｂ） 

4,274(千円) 
 

民 8,547 (千円) 
 

計（Ａ＋Ｂ） 12,821 
(千円) 

 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

8,547 (千円) 
 その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３） H27：12,821 千円 
 

(2) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。 
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 (1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.22】薬剤師確保対策事業 【総事業費】 
2,900 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施

主体 
沖縄県薬剤師会 

事業の目標 県内の薬剤師の増加 
（人口 10 万人対薬剤師数 H26 131.0 人→H30 170.0 人） 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 
事業の内容 全国の薬科系大学へ出向き、就職斡旋等を行う。また、薬剤師・薬学

生向けの雑誌や広報誌等に広告を掲載する。 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
2,900 (千円) 基金充当額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 (千円) 

基金 国（Ａ） 1,288(千円) 
 

都道府県 
（Ｂ） 

645(千円) 
 

民 1,288 (千円) 
 

計（Ａ＋Ｂ） 1,933(千円) 
 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 
 

その他（Ｃ） 967(千円) 

備考（注３） H27：1,933 千円 

 (2) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.24】看護師等修学資金貸与事業費 【総事業費】 
79,962 

千円 
事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施

主体 
沖縄県 
 

事業の目標 県内就業看護師の新規１２０名程度の増加 
就業看護師 H28 年 14,730 人 → H30 年 14,970 人 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成３１年３月３１日 
事業の内容  県内の看護職員の確保及び質の向上に資する事を目的とし、将来県内

で業務に従事する養成校の看護職等修学生に修学資金を貸与する。 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
79,962 
(千円) 

基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 (千円) 

基金 国（Ａ） 53,308 
(千円) 

 
都道府県 
（Ｂ） 

26,654 
(千円) 

 

民 53,308 
 (千円) 

 
計（Ａ＋Ｂ） 79,962 

(千円) 
 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 
 その他（Ｃ）  

(千円) 
備考（注３） H27：0 千円、H28：0 千円、H29：71,735 千円、H30：8,227 千円 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.27】助産師出向助成事業 【総事業費】 
354 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

北部、中部、南部、宮古、八重山 

事業の実施

主体 
県内医療機関 

事業の目標 助産師交流研修件数：２件 

事業の期間 令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 
事業の内容 助産師の交流研修に伴い発生する経費支援 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
354 

(千円) 
基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 (千円) 

基金 国（Ａ） 118 
(千円) 

 
都道府県 
（Ｂ） 

59 
(千円) 

 

民 118 
 (千円) 

 
計（Ａ＋Ｂ） 177 

(千円) 
 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 
 その他（Ｃ） 177 

(千円) 
備考（注３） R4：177 千円 
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３．計画に基づき実施する事業 

（事業区分３：介護施設等の整備に関する事業） 

 (1) 事業の内容等 

都道府県 

事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 【No.１】沖縄県介護施設等整備事業 【総事業費】 
1,587,150 千円 

事業の対象
となる医療
介護総合確
保区域 

沖縄県全域（北部圏域、中部圏域、南部圏域、宮古圏域、八重山圏域） 

事業の実施
主体 市町村、社会福祉法人等 

事業の目標 地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域密着型サービス施設等の整備等を支

援することにより、地域の実情に応じた介護サービス提供体制の整備を促進する。 
   ・地域密着型介護老人福祉施設 255 床（9 カ所） → 458 床（16 カ所） 

・小規模多機能型居宅介護事業所  
1,741 人／月分（74 カ所） →1,770 人／月（75 カ所）  

     ・認知症高齢者グループホーム 942 床（105 カ所） → 987 床（109 カ所） 
     ・看護小規模多機能型居宅介護事業所 

 25 人／月分（1 カ所） →34 人／月（2 カ所） 
     ・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 1 カ所 →2 カ所 
   ・認知症対応型デイサービスセンター 12 人（１カ所） 

事業の期間 平成２７年４月１日～令和３年３月３１日 

事業の内容 ① 地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

整備予定施設等 

 地域密着型特別養護老人ホーム         203 床（７カ所） 

 小規模多機能型居宅介護事業所         29 人／月分（１カ所） 

 認知症高齢者グループホーム           45 床（４カ所） 

 看護小規模多機能型居宅介護事業所       9 人／月分（１カ所） 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 20 人（1カ所）                            
 認知症対応型デイサービスセンター    12 人（１カ所） 

 

② 介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。 
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事業に要す

る費用の額 事業内容 
総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
（注１） 

基金 その他 
（Ｃ） 
（注２） 国（Ａ） 都道府県（Ｂ） 

① 地域密着型サービ

ス施設等の整備 

217,580 

(千円) 

145,053 

(千円) 

72,527 

 (千円) 

0 

(千円) 

③ 設等の開設・設置

に必要な準備経費 

154,008 

(千円) 

102,672 

(千円) 

51,336 

(千円) 

0 

(千円) 

④ 護保険施設等の整

備に必要な定期借

地権設定のための

一時金 

0 

(千円) 

 

0 

(千円) 

 

0 

(千円) 

 

0 

(千円) 

 

⑤ 護サービスの改善

を図るための既存

施設等の改修 

0 

(千円) 

 

0 

(千円) 

 

0 

(千円) 

 

0 

(千円) 

 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 371,588(千円) 

基金充当額 

（国費）にお

ける公民の別 
（注３） 

（注４） 

公 55,784 

(千円) 
基
金 

国（Ａ） 247,725(千円) 

都道府県（Ｂ） 123,863(千円) 民 うち受託事業等

（再掲） 

191,941 

 (千円) 

計（Ａ＋Ｂ） 371,588(千円) 

その他（Ｃ） 
0(千円) 

 

備考（注５） H27 年度：117,990 千円、H28 年度：530,070 千円、H29 年度：630,842 千円、 

H30 年度：23,200 千円、H31 年度：21,032 千円、R2 年度：264,016 千円 

（注１）事業者が未定等のため、総事業費が不明の場合は、記載を要しない。 

（注２）事業者が未定で、事業者負担額が不明の場合は、記載を要しない。 
（注３）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注４）指定管理者制度の活用など設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当 

   額（国費）における公民の別としては、「公」に計上するものとする。 
（注５）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載 
   すること。 
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H27 補正

分（地域

介護対策

支援臨時

特例交付

金）での

基金造成

額 

事業内容 

基金（地域介護対策支援臨時特例交付金分） 

国 
（Ａ） 

都道府県
（Ｂ） 

合計 

（Ａ＋Ｂ） 

H27 年度事業

への充当額 

（Ｃ） 

残額 

（Ｄ） 

①地域密着型サ

ービス施設等の

整備（注１） 

(千円) 

735,440 

(千円) 

367,721 

(千円) 

1,103,161 

(千円) 

0 

(千円) 

1,103,161 

②施設等の開

設・設置に必要な

準備経費 

(千円) 

74,934 

(千円) 

37,467 

(千円) 

112,401 

(千円) 

0 

(千円) 

112,401 

③介護保険施設

等の整備に必要

な定期借地権設

定のための一時

金 

(千円) 

0 

 

(千円) 

0 

 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

金額合計 

 

(千円) 

810,374 

(千円) 

405,188 

(千円) 

1,215,562 

(千円) 

0 

(千円) 

1,215,562 

 

（注１）「介護施設等の合築等」及び「空き家を活用した整備」を含む。 
 
 

(2) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。 
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３．計画に基づき実施する事業 

（事業区分５：介護従事者の確保に関する事業） 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）基盤整備 

 （中項目）基盤整備 

 （小項目）介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.１】介護人材確保対策連携強化事業 【総事業費】 
413 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

北部圏域、中部圏域、南部圏域、宮古圏域、八重山圏域（沖縄県全域） 

事業の実施

主体 

沖縄県、老施協等 

事業の目標 ・現地のニーズ・民間の知見をキャッチアップする場を確保するとともに介

護問題の実状・将来に関する問題意識及び改善策を共有し、具体的な事業

効果の検証・評価を行っていく。 
協議会開催（年２回程度、１月・３月） 
協議会委員（１５人程度） 

事業の期間 平成２８年１月～令和４年３月 

事業の内容 介護従事者の確保・定着へ向けた総合的な取組を実施するため、行政や職

能団体、事業者団体などで構成される協議会を設置し、普及啓発・情報提供、

人材確保・育成、労働環境改善等に関する取組の計画立案を行うとともに、

検討した施策を実現するため、関係機関・団体との連携・協働の推進を図る。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 413(千円) 基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 276(千円) 

基
金 

国（Ａ） 276(千円) 民 (千円) 
都道府県（Ｂ） 137(千円) うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 
計（Ａ＋Ｂ） 413(千円) 

その他（Ｃ） 0(千円) 
備考（注３） H27：47 千円、H28：56 千円、H29：0 千円、H30：0 千円、 

R１：0円、R2：18 千円、R3：292 千円 

(2) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）参入促進 

 （中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

 （小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解促進事

業 

 

事業名 【No.２】福祉・介護人材参入促進事業 【総事業費】 
26,373 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

北部圏域、中部圏域、南部圏域、宮古圏域、八重山圏域（沖縄県全域） 

事業の実施

主体 

沖縄県 

事業の目標 ・学校訪問、進学説明会、オープンキャンパス、職業講話・セミナーを実施

した高等学校の数（延べ）：540 校 
・学校訪問、進学説明会、オープンキャンパス、職業講話・セミナーの各参

加者の合計：3,300 人（小・中学生、大学生、高校生、一般） 
・一般県民に対する講演会等の参加者の合計：200 人 

事業の期間 平成２７年７月～平成２９年３月 

 

事業の内容 ・介護従事者の確保・定着へ向けた普及啓発・情報提供に関する取組の実施 

・行政や職能団体や事業者団体の連携・協働の醸成の場の提供 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 26,373(千円) 基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 (千円) 

基
金 

国（Ａ） 17,582(千円) 民 17,582 
(千円) 

都道府県（Ｂ） 8,791(千円) うち受託事業等

（再掲）（注２） 

17,582 
(千円) 

計（Ａ＋Ｂ） 26,373(千円) 
その他（Ｃ） 0(千円) 

備考（注３） H27：7,239 千円、H28：19,134 千円 

(2) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。 
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 (1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）参入促進 

 （中項目）参入促進のための研修支援 

 （小項目）介護福祉士養成課程に係る介護実習支援事業 

事業名 【No.３】介護実習生受け入れ支援事業 
 

【総事業費】 
1,680 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

北部圏域、中部圏域、南部圏域、宮古圏域、八重山圏域（沖縄県全域） 

事業の実施

主体 

社団法人等 

事業の目標 ・介護実習内容の評価基準の作成し、介護実習生受入施設への指導・審査に

よる実習内容の適正化を図る。 
・年間 116 名の学生に対する質の高い実習の提供。 

事業の期間 平成２７年４月～平成２９年３月（予算措置：平成２８年４月～） 

 

事業の内容 ・介護実習内容の評価基準の作成し、介護福祉士養成課程の学生を受け入れ

る施設への指導・審査を行い、実習内容適正化にかかる経費を支援する。 
 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 1,680(千円) 基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 (千円) 

基
金 

国（Ａ） 1,120(千円) 民 1,120(千円) 
都道府県（Ｂ） 560(千円) うち受託事業等

（再掲）（注２） 

1,120 (千円) 
計（Ａ＋Ｂ） 1,680(千円) 

その他（Ｃ） 0(千円) 
備考（注３） H27：0 千円、H28：1,680 千円 

 

 (2) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）参入促進 

 （中項目）参入促進のための研修支援 

 （小項目）介護未経験者に対する研修支援事業 

事業名 【No.４】介護人材育成・就業支援事業 
 

【総事業費】 
24,000 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

北部圏域、中部圏域、南部圏域、宮古圏域、八重山圏域（沖縄県全域） 

事業の実施

主体 

民間団体 

事業の目標 ・介護未就業者を短期雇用し、介護保険法に基づく事業所において介護支援

業務に従事させるとともに、研修等の受講により介護資格を取得させる。 
・平成 28 年度で 15 名、3 年間で合計 50 名の新規従業者を確保する。 

事業の期間 平成２７年４月～平成２９年３月（予算措置：平成２８年４月～） 

事業の内容 ・介護未就業者の募集、短期雇用 

・初期研修、初任者研修（実務研修）の実施 

・介護資格の取得による就業支援 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 24,000(千円) 基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 10,666(千
円) 

基
金 

国（Ａ） 10,667(千円) 民 (千円) 
都道府県（Ｂ） 5,333(千円) うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 
計（Ａ＋Ｂ） 16,000(千円) 

その他（Ｃ） 8,000(千円) 
備考（注３） その他（Ｃ）は、事業者負担額。 

平成 27 年度事業充当：     0 千円 

平成 28 年度事業充当：16,000 千円 その他（Ｃ）：8,000 千円 

 

 (2) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。 
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 (1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）キャリアアップ研修の支援 

 （小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

      （その１） 

 

事業名 【No.５】介護職員資質向上等研修事業（サービス提供責任者

適正実施研修） 
 

【総事業費】 
2,570 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

北部圏域、中部圏域、南部圏域、宮古圏域、八重山圏域（沖縄県全域） 

事業の実施

主体 

社団法人等 

事業の目標 ・毎年度４０人程度の研修修了者の養成 

事業の期間 平成２７年４月～平成２９年３月 

 

事業の内容 訪問介護事業所におけるサービス提供責任者の資質向上を目的とする研

修を行う。 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 2,570(千円) 基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 (千円) 

基
金 

国（Ａ） 1,713(千円) 民 1,713(千円) 
都道府県（Ｂ） 857(千円) うち受託事業等

（再掲）（注２） 

1,713 (千円) 
計（Ａ＋Ｂ） 2,570(千円) 

その他（Ｃ） 0(千円) 
備考（注３） H27：1,230 千円、H28：1,340 千円 

 

 (2) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）キャリアアップ研修の支援 

 （小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業      

事業名 【No.６】認知症介護研修事業、実践者等養成事業 【総事業費】 
4,010 千円 

事業の対象と

なる医療介護

総合確保区域 

北部圏域、中部圏域、南部圏域、宮古圏域、八重山圏域（沖縄県全域） 

事業の実施主体 沖縄県 

事業の目標 ・認知症対応型サービス事業開設者研修 10 人 
・認知症対応型サービス事業管理者研修 40 人 
・小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修 20 人 
・認知症介護指導者フォローアップ研修 2 人 
・認知症介護基礎研修 500 人（平成 28 年度新規） 

事業の期間 平成２７年４月～平成２９年３月 

事業の内容 ○地域密着型事業所で認知症高齢者に対する適切なサービスの提供に関す

る知識等を習得させ、介護サービスの質の向上・充実を図る研修を実施。 

・認知症対応型サービス事業主に対し、運営に必要な知識を習得させる。 

・認知症対応型サービス事業所の管理者及び管理者就任予定者に対し、必

要な知識や技術を習得させる。 

・小規模多機能型サービス等事業における計画作成担当者に対し、計画作

成に必要な専門的知識や技術を修得させる。 

○認知症介護指導者に対し、最新の専門的知識及び技術を習得させる研修。 

○介護サービス事業所において認知症介護に携わる者に対して、認知症に関

する基礎的な知識等を身につけるための研修。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 4,010(千円) 基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 (千円) 

基
金 

国（Ａ） 2,674(千円) 民 2,674(千円) 
都道府県（Ｂ） 1,336(千円) うち受託事業等

（再掲）（注２） 

2,674(千円) 
計（Ａ＋Ｂ） 4,010(千円) 

その他（Ｃ） 0(千円) 
備考（注３） H27：1,243 千円、H28：2,767 千円 

 (2) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。 
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 (1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）キャリアアップ研修の支援 

 （小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

      （その１） 

事業名 【No.７】介護職員等の医療行為実施研修事業 【総事業費】 
51,105 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

北部圏域、中部圏域、南部圏域、宮古圏域、八重山圏域（沖縄県全域） 

事業の実施

主体 

沖縄県 

事業の目標           【研修受講人数】  【実施回数】  【実施箇所】     

第１・２号研修     １６０人       ６回     ６箇所 
第３号研修        ２００人       ４回          ３箇所 
指導者養成研修     １００人       ２回     ２箇所 

事業の期間 平成２７年４月～平成２９年３月 

事業の内容 高齢者が地域で自立した生活を営めるよう、医療・介護・予防・住まい・

生活支援サービスが切れ目なく提供される「地域包括ケアシステム」の実現

に向けた取組みを進めるため、介護職員等に対し、一定条件の下で喀痰吸引

等の医療行為を実施できるよう研修を実施する。 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 51,105(千円) 基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 34,073(千円) 

基
金 

国（Ａ） 34,070(千円) 民 (千円) 
都道府県（Ｂ） 17,035(千円) うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 
計（Ａ＋Ｂ） 51,105(千円) 

その他（Ｃ） 0(千円) 
備考（注３） ・平成 27 年度事業充当：20,856 千円 平成 28 年度事業充当：30,249 千円 

・総事業費を 46,625 千円から 51,105 千円に修正（＋4,480 千円。財源元は

認知症地域医療支援研修事業） 

(2) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）キャリアアップ研修の支援 

 （小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

      （その３）（介護支援専門員資質向上事業） 

 

事業名 【No.８】介護支援専門員資質向上事業 【総事業費】 
60,864 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

北部圏域、中部圏域、南部圏域、宮古圏域、八重山圏域（沖縄県全域） 

事業の実施

主体 

社団法人等 

事業の目標 ・介護支援専門員の資質の向上 

事業の期間 平成２７年４月～平成２９年３月 

 

事業の内容 介護支援専門員を対象として、実務従事者基礎研修、専門研修（専門Ⅰ、

専門Ⅱ）、更新研修、再研修、主任介護支援専門員研修を実施する。 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 60,864(千円) 基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 18,405(千円) 

基
金 

国（Ａ） 18,405(千円) 民 (千円) 
都道府県（Ｂ） 9,203(千円) うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 
計（Ａ＋Ｂ） 27,608(千円) 

その他（Ｃ） 33,256(千円) 
備考（注３） ・その他（Ｃ）は、研修受講生からの受講料収入。 

・平成 27 年度事業充当： 6,083 千円 その他（Ｃ）：12,029 千円 

平成 28 年度事業充当：21,525 千円 その他（Ｃ）：21,227 千円 

・公費分(県＋国)について、H27 年度は 9,969 千円から 9,203 千円に、H28

年度は 14,920 千円から 27,608 千円に、計 24,889 千円から 27,608 千円に

修正（＋2,719。財源元は認知症地域医療支援研修事業） 

 (2) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）キャリアアップ研修の支援 

 （小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

      （その１） 

事業名 【No.９】介護役職者向けマネジメント研修事業 【総事業費】 
908 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

北部圏域、中部圏域、南部圏域 

事業の実施

主体 

社団法人等 

事業の目標 ・経験の浅い役職者向けに実務に沿ったマネジメント研修を実施する 

（全３回：１回あたり参加者 100 名） 
事業の期間 平成２７年４月～平成２９年３月（予算措置：平成２８年４月～） 

事業の内容 ・経験の浅い役職者向けに 

①部下の育成にかかるビジョンについて、②各種ソーシャルワークについ

て、③法令の構造と解釈の仕方・法律事務について、④フレームワークを

ベースとした KPI・戦略マップ等の重要性と作り方 

等の研修を実施する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 908(千円) 基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 (千円) 

基
金 

国（Ａ） 605(千円) 民 605(千円) 
都道府県（Ｂ） 303(千円) うち受託事業等

（再掲）（注２） 

605(千円) 
計（Ａ＋Ｂ） 908(千円) 

その他（Ｃ） 0(千円) 
備考（注３） H27：0 千円、H28：908 千円 

 

  

(2) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。 
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 (1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）キャリアアップ研修の支援 

 （小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

      （その１） 

 

事業名 【No.１０】視覚障害者に配慮した養護老人ホーム改修等事業 【総事業費】 
922 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

中部圏域 

事業の実施

主体 

社会福祉法人 

事業の目標 ・養護老人ホーム職員の全盲老連開催の研修参加（３人）。 
・養護老人ホーム職員の他県既設盲養護老人ホームでの実地研修 
（３人、７泊８日）。 

事業の期間 平成２７年４月～平成２９年３月（予算措置：平成２８年４月～） 

事業の内容 沖縄県において盲養護老人ホームは未だ設置されていないところである。

既存養護老人ホームにおいて、視覚障害者に配慮した対応ができるよう、養

護老人ホーム職員に対して研修を行う費用を補助する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 922(千円) 基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 614(千円) 

基
金 

国（Ａ） 614(千円) 民 (千円) 
都道府県（Ｂ） 308(千円) うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 
計（Ａ＋Ｂ） 922(千円) 

その他（Ｃ） 0(千円) 
備考（注３） 平成 27 年度事業充当：0千円 平成 28 年度事業充当：922 千円 

  

(2) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成 

 （小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

 

事業名 【No.１１】認知症地域医療支援研修事業 【総事業費】 
8,930 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

北部圏域、中部圏域、南部圏域、宮古圏域、八重山圏域（沖縄県全域） 

事業の実施

主体 

沖縄県 

事業の目標 ・サポート医養成研修受講者数２０人 
・病院勤務の医療従事者向け認知症対応力向上研修受講修了者数４００人 
・かかりつけ医認知症対応力向上研修受講修了者数１００人 
・認知症地域支援推進員研修受講修了者数１００人 
・認知症初期集中支援員研修受講修了者数２５人 
・薬剤師向け認知症対応力向上研修受講者数６０人 
・歯科医師向け認知症対応力向上研修受講者数４０人 

事業の期間 平成２７年４月～平成２９年３月 

事業の内容 ・「認知症サポート医養成研修」認知症の人の診療に習熟し、かかりつけ医

等への助言やその他の支援を行い、専門医療機関や地域包括支援センター

等との連携の推進役となる認知症サポート医を養成する。 

・「認知症サポート医フォローアップ養成研修」認知症サポート医等が、地

域における認知症の人への支援体制の充実・強化を図ること、また、認知

症サポート医等の連携強化を図ることを目的とする研修。 

・「病院勤務の医療従事者向け認知症対応力向上研修」病院勤務の医師、看

護師等の医療従事者に対し、研修を行うことにより、病院での認知症の人

の手術や処置等の適切な実施の確保を図ることを目的とする。 

・「かかりつけ医認知症対応力向上研修」認知症の発症初期から状況に応じ

た認知症の人への支援体制の構築を目的として、主治医（かかりつけ医）

に対して研修を行う。 

・「認知症地域支援推進員研修」市町村において支援機関の連携を図るため

の支援や認知症の人やその家族を支援する相談業務等を行う認知症地域支

援推進員のための研修を行う。 
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・「認知症初期集中支援員研修」認知症が疑われる人や認知症の人及びその

家族を訪問、観察・評価、家族支援などの初期の支援を包括的、集中的に

行う支援チーム員に対する研修を行う。 

・「薬剤師向け認知症対応力向上研修」薬剤師に対して認知症に対する研修

を行うことにより、認知症の方への適切な対応の実施を目的とする。 

・「歯科医師向け認知症対応力向上研修」歯科医師に対して認知症に対する

研修を行うことにより、認知症の方への適切な対応の実施を目的とする。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 8,930(千円) 基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公  (千円) 

基
金 

国（Ａ） 5,953(千円) 民 5,953(千円) 
都道府県（Ｂ） 2,977(千円) うち受託事業等

（再掲）（注２） 

5,953(千円) 
計（Ａ＋Ｂ） 8,930(千円) 

その他（Ｃ） 0(千円) 
備考（注３） H27：3,563 千円、H28：5,367 千円 

 

  

(2) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。 
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 (1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成 

 （小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質向上事業 

 

事業名 【No.１２】生活支援・介護予防サービスの基盤整備事業 【総事業費】 
9,579 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

北部圏域、中部圏域、南部圏域、宮古圏域、八重山圏域（沖縄県全域） 

事業の実施

主体 

市町村 

沖縄県、委託業者（特定非営利活動法人全国コミュニティライフサポートセ

ンター） 

事業の目標 平成 27 年度 150 人、 平成 28 年度 150 人 
令和 2 年度 150 人 

事業の期間 平成２７年４月～令和３年３月 

事業の内容 市町村（第１層）や日常生活圏域・中学校区域（第 2層）に配置される生

活支援コーディネーターや、協議体メンバー等への養成研修を実施する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 9,579(千円) 基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公  (千円) 

基
金 

国（Ａ） 6,386(千円) 民 6,386(千円) 
都道府県（Ｂ） 3,193(千円) うち受託事業等

（再掲）（注２） 

6,386 (千円) 
計（Ａ＋Ｂ） 9,579(千円) 

その他（Ｃ） 0(千円) 
備考（注３） H27：397 千円、H28：282 千円、H29：0 千円、H30：0 千円、 

R1：0 千円、R2：8,900 千円 

  

(2) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成 

 （小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質向上事業 

 

事業名 【No.１３】入退院支援連携デザイン事業 【総事業費】 
3,849 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

北部圏域、中部圏域、南部圏域、宮古圏域、八重山圏域（沖縄県全域） 

事業の実施

主体 

社団法人 

事業の目標 １情報共有ツール整備、看取りハンドブック作成の研修会実施機関数（実数） 
① 医療機関：56 ヶ所 ②介護支援専門員支部：5 カ所 ③地域包括支

援センター：59 カ所 
２上記説明会参加職員数：620 人 

① 医療機関：140 人 ②介護支援専門員：400 人 ③地域包括支援セン

ター：80 人 
事業の期間 平成２７年４月～平成２９年３月（予算措置：平成２８年４月～） 

事業の内容 １医療機関から在宅・施設へ円滑に移行できるための研修。 
対象：医療機関（退院調整部門）、地域（介護支援専門員及び地域包括支援

センター） 
２人生の最終段階への「看取り」について意識啓発（一般住民）を目標にハ

ンドブックの作成。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 3,849(千円) 基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 3,849(千円) 

基
金 

国（Ａ） 2,566(千円) 民 (千円) 
都道府県（Ｂ） 1,283(千円) うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 
計（Ａ＋Ｂ） 3,849(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 
備考（注３） 平成 27 年度事業充当：0千円 平成 28 年度事業充当：3,849 千円 

  

(2) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成 

 （小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質向上事業 

 

事業名 【No.１４】多職種連携ケアマネジメント研修事業 【総事業費】 
2,323 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

北部圏域、中部圏域、南部圏域、宮古圏域、八重山圏域（沖縄県全域） 

事業の実施

主体 

沖縄県、委託業者（沖縄県介護支援専門員協会） 

事業の目標 介護支援専門員を中心とした多職種の円滑な連携によって適切な介護サー

ビスの提供を図るための研修 
【R2 年度】研修修了者見込：80 名 

ケアマネジメントに関わるサービス提供事業所職員や介護支援専門員、地

域包括支援センター職員等を対象に多職種間におけるケアマネジメントプ

ロセスへの理解と連携の強化を図る研修を実施することで、地域包括ケアシ

ステムの構築に寄与するほか、自立支援につながる個別援助計画の視点を学

ぶ。  
事業の期間 平成２７年４月～令和３年３月 

事業の内容 保健師等介護支援専門員以外の職種に対するケアマネジメント研修の実施。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 2,323(千円) 基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 (千円) 

基
金 

国（Ａ） 1,548(千円) 民 1,548(千円) 
都道府県（Ｂ） 775(千円) うち受託事業等

（再掲）（注２） 

1,548(千円) 
計（Ａ＋Ｂ） 2,323(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 
備考（注３） H27：0 千円、H28：1,151 千円、H29：0 千円、H30：0 千円、 

R1：0 千円、R2：1,172 千円 

  

(2) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材育成 

 （小項目）権利擁護人材育成事業 

事業名 【No.１５】市民後見推進事業 【総事業費】 
12,584 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

中部圏域 

事業の実施

主体 

沖縄市、北中城村 

事業の目標 ○沖縄市 
市民後見人養成・確保のために、後見人としての活動に必要となる福祉や

介護全般にわたる専門知識と技能の習得を目指し、養成講座を開催する。 
また、市民後見人として安定的に活動できるよう、事業運営委員会を設置し、

困難事例検討や学習会を開催することで、フォローアップ体制を構築する。 
・養成者数 ４０人 
・市民後見人養成講座 ２４回開催 
・市民後見推進事業運営委員会 ８回開催 
○北中城村 
権利擁護ニーズに迅速に対応し、住み慣れた地域で安心して生活するため

に権利擁護の支援者として、地域支え合い協力員、生活支援員、法人後見サ

ポーター、市民後見人を育成し、権利擁護支援体制等を構築する。 
・権利擁護人材の育成 
権利擁護の支援者養成数（中級クラス修了者数）：５２人（31.7％（対 H37
年度までの養成目標）） 

・権利擁護支援体制の構築 
権利擁護養成修了者のうち各種活動目標人数：２６人 
法人後見実施機関設置に向けた基本計画の作成 

・権利擁護に対する普及啓発 
権利擁護支援講演会受講者数：１００人 

事業の期間 平成２７年４月～平成２９年３月 

事業の内容 ○沖縄市 
成年後見制度の概要、高齢者・障がいに対する理解や関連制度、後見業務に

関連する法律知識（民法や財産管理、税務等）など、成年後見人として必
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要な知識の習得を目指す。 
・市民後見人養成やその活動を見据えた体制づくりを行う。社会福祉士、弁

護士、司法書士、税理士、精神保健福祉士、行政職員等による事業運営委

員会を設置し、後見事務を中心に、困難事例検討会や学習会を開催し、後

見人としての活動を安定的に実施できるように備える。 
○北中城村 
・権利擁護の支援者養成研修（H27 年度は中級クラス）を開催する。 
・権利擁護の支援者養成研修修了者を各種（地域支え合い協力員、生活支援

員、法人後見サポーター）活動を実施する。（村社協がコーディネート） 
・市民後見人としての活動を安定的に支援するための運営委員会を設置す

る。 
・H29 年度の法人後見実施機関の設立にむけ基本計画を作成する。 
・市民後見人や権利擁護についての普及啓発をはかるため権利擁護支援講演

会等を開催する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 12,584(千円) 基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 8,389(千円) 

基
金 

国（Ａ） 8,389(千円) 民 (千円) 
都道府県（Ｂ） 4,195(千円) うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 
計（Ａ＋Ｂ） 12,584(千円) 

その他（Ｃ） 0(千円) 
備考（注３） H27：7,502 千円、H28：5,082 千円 

  

(2) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）労働環境・処遇の改善 

 （中項目）勤務環境改善支援 

 （小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

事業名 【No.１６】腰痛のない身体介助実践研修事業 【総事業費】 
894 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

北部圏域、中部圏域、南部圏域、宮古圏域、八重山圏域（沖縄県全域） 

事業の実施

主体 

沖縄県 

事業の目標 ・受講者：介護保険施設（118 施設）×３人＝354 人 
・波及効果を図るため、受講者自身が知識や技術を身につけるだけではなく、

職場内の介護従事者に対して実践的な普及伝達を行うことにより、労働環

境の改善及び離職防止を促進させる。 
事業の期間 平成２７年４月～平成２９年３月（予算措置：平成２８年４月～） 

事業の内容 身体の使い方を改善する実践的な動きを介護従事者に習得させ、肉体的負

担を理由とした離職の防止を図る実技形式の研修会を実施。 

５圏域×１回 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 894(千円) 基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注１） 

公 (千円) 

基
金 

国（Ａ） 596(千円) 民 596(千円) 
都道府県（Ｂ） 298(千円) うち受託事業等

（再掲）（注２） 

596(千円) 
計（Ａ＋Ｂ） 894(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 
備考（注３） H27：0 千円、H28：894 千円 

 

 (2) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）介護施設、介護事業所への出前研修の支援事業 

事業名 【No.17(介護分)】 

介護事業所等研修支援事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

1,250 千円 

事業の対象となる 

医療介護総合確保区域 

沖縄県全域（北部圏域、中部圏域、南部圏域、宮古圏域、八重山圏域） 

事業の実施主体 沖縄県、委託業者（社会福祉法人沖縄県社会福祉協議会） 

事業の期間 令和２年４月～令和３年３月 

背景にある医療・

介護ニーズ 

超高齢社会に向けて、高齢者が住み慣れた地域で、安心して自立した生活

を送るには、介護従事者の資質向上により、サービス利用者に対する適切

な介護サービスを行っていくことが重要となる。 

アウトカム指標：介護従事者の介護知識及び技術の向上。 

事業の内容 介護従事者向けのスキルアップ及び出張講座を開催し、介護知識及び技術

の向上を図る。 

アウトプット指標 合計人数（①＋②）： 198 人 

① スキルアップ講座： 81 人  

② 出張講座：     117 人 

アウトカムとアウ

トプットの関連 

スキルアップ等講座修了者に対して、アンケート等によるニーズの把握や

講座内容の見直し等を行い、介護従事者のニーズに合わせた効果的なスキ

ルアップを図る。 

事業に要する費用

の額 

金

額 

総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 1,250(千円) 基金 

充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 (千円) 

基金 国（Ａ） 833(千円) 民 1,250 (千円) 

都道府県（Ｂ） 417(千円) うち受託事業等 

（再掲） 

1,250 (千円) 

計（Ａ＋Ｂ） 1,250(千円) 

その他（Ｃ）  (千円) 

備考 H27：0 千円、H28：0 千円、H29：0 千円、H30：0 千円、 

R1：0 千円、R2：1,250 千円 

 

(2) 事業の実施状況 

令和２年度から実施 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）人材育成力の強化 

（小項目）新人介護職員に対するエルダー、メンター制度等導入支援事業 

事業名 【No.18(介護分)】 

エルダー・メンター制度等導入促進事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

2,700 千円 

事業の対象となる 

医療介護総合確保区域 

沖縄県全域（北部圏域、中部圏域、南部圏域、宮古圏域、八重山圏域） 

事業の実施主体 沖縄県、補助事業者（沖縄県社会福祉協議会、間接補助事業者は介護サー

ビス事業者） 

事業の期間 令和２年４月～令和３年３月 

背景にある医療・

介護ニーズ 

介護職員の定着、離職防止のため、より良い職場環境づくりを促進する

必要がある。 

アウトカム指標：介護事業所の職場環境の改善、離職率の改善  

事業の内容 エルダー・メンター（チューター）制度等の導入・継続に係る社会保険

労務士等のコンサルティングを受ける経費や、施設内研修会開催費用等を

補助する。また、制度普及促進のために複数事業所を対象とする集合研修

会開催費用等を補助する。 

アウトプット指標 エルダー・メンター制度導入事業所数(５事業所) 

アウトカムとアウ

トプットの関連 

エルダー・メンター制度等の導入によって、県内事業所の職場環境の改

善を図る。 

事業に要する費用

の額 

金

額 

総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 2,700(千円) 基金 

充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 (千円) 

基金 国（Ａ） 1,800(千円) 民 1,800(千円) 

都道府県（Ｂ） 900(千円) うち受託事業等 

（再掲） 

1,800(千円) 

計（Ａ＋Ｂ） 2,700(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

備考 H27：0 千円、H28：0 千円、H29：0 千円、H30：0 千円、 

R1：0 千円、R2：2,700 千円 

※事業開始は H30 から実施、H30、R1 は H30 計画、R1 計画で実施 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。 

 


